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はじめに

国土交通省では，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑な建設事業の推進に資することを目的と

して，年間および月別の「主要建設資材の需要見

通し」を定期的に公表しており，この主要建設資

材の需要見通しの算出において，「建設資材・労

働力需要実態調査」の調査結果を使用していま

す。

この「建設資材・労働力需要実態調査」は，発

注工事の実績をもとに，工事費１００万円（土木，

建築）当たりに投入される資材・労働力量およ

び，延べ床面積１０m2（建築）当たりに投入され

る資材・労働力量を調査しており，主要な建設資

材および労働力の需要量を把握することにより，

建設事業に必要な資材量および労働力量の将来の

需要見通しと，これに基づく資材および労働力の

需給の安定化対策を推進するための基礎資料を得

ることを目的としています。

この，単位量当たりの需要量（以下「原単位」

という）は，施工技術の進歩・合理化，新工法の

開発，建設資材の品質向上および二次製品の進

展，およびこれらに伴う生産性の向上や，資材価

格の変動によって，経年的に変化することから，

昭和４９年を１回目に昭和５１年からおおよそ３年ご

とに実態に即した原単位の把握を行っています。

本稿では，平成１８年度に受注された工事を対象

として，平成１９年度に調査した「建設資材・労働

力需要実態調査（平成１８年度原単位）」の調査結

果について報告します。

建設資材・労働力需要実態調査
の概要

! 調査の概要

本調査は，主要建設資材および労働力のそれぞ

れについて，以下の２種類の原単位を年間につい

て算出しています。

・金額原単位：請負工事費（発注者からの支給資

材評価額を含む。以下同じ）１００万円当たりの

http : //www.mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html

建設資材・労働力需要実態調査
（平成１８年度原単位）の調査結果について

国土交通省総合政策局建設市場整備課
わたなべ たいすけ

資材係長 渡邉 泰伴

図―１ 原単位調査の実施手順
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投入量

・面積原単位：建築工事において，延べ床面積１０

m2当たりの投入量

" 調査の方法

調査方法については，図―１のとおりです。

１） 調査対象工事の抽出

平成１８年度に着工した工事の中から，建築工

事，土木工事の別で，工事の施工地，種類および

規模ごとにそれぞれの抽出数を定めて調査対象工

事を抽出します。

! 建築工事

あらかじめ約２，５００事業所に対して予備調査を

行い，その調査結果から約４，７００件を抽出しま

す。

" 土木工事

国土交通省総合政策局情報安全・調査課が実施

している受注動態統計（うち土木分）のデータか

ら，約５，０００件を抽出します。

２） 調査票の送付・回収および審査

抽出した調査対象工事を請け負った各事業所

（元請）に対し，郵送により調査票を送付・回収

する。回収した調査票については，記入内容を審

査し，審査を通過したものを有効標本とします。

３） 原単位の算出

得られた有効標本のデータから，以下の手順に

より，各主要建設資材および労働力のそれぞれに

ついて原単位を算出します。

! 層原単位の作成

得られた有効標本のデータから，建築工事，土

木工事のそれぞれについて，施工地，種類および

規模等の別ごとに層原単位を作成します。

" 着工統計等による母集団の復元

作成した標本原単位の施工地，種類および規模

等の偏りをなくすため，建築工事については建築

着工統計，土木工事については受注動態統計に基

づき，金額原単位は請負工事費のシェアにより，

面積原単位は延べ床面積シェアにより，それぞれ

復元倍率を算出し，それを層原単位に乗じること

により，各統計の母集団に復元します。

# 各統計区分に対応した原単位の算出

復元した母集団の原単位を基に，建築工事，土

木工事のそれぞれについて，主要建設資材および

労働力の原単位を作成します。

平成１９年度調査の結果

! 標本の状況

平成１８年度に着工した工事の中から，建築工事

４，７３７件，土木工事５，０００件を抽出。

抽出した調査対象工事のうち，未回収記入漏れ

等により無効となった工事を除く有効標本件数

は，建築工事３，２１６件，土木工事３，５２７件で，全体

の着工件数に対するカバー率は，それぞれ０．４

％，１．６％になりました。

" 原単位算出結果

建設投資推計区分に対する原単位の算出結果

は，表―２，建築着工統計区分（構造別）に対応

する面積原単位の算出結果は，表―３になりまし

た。なお，詳細につきましては，国土交通省ホー

ムページを参照して下さい。

表―１ 調査対象工事件数結果一覧表

部 門
抽出件数 回収数 有効標本数 平成１８年度

全体着工件数
（D）

カバー率

（A） （B） （B／A）％ （C） （C／B）％ （C／D）％

建築工事
４，７３７
（５，１４２）

３，４７６
（３，７６２）

７３．４
（７３．２）

３，２１６
（２，３８７）

９２．５
（６３．５）

７２７，８８２（注）１

（７４２，０１０）
０．４

（０．３）

土木工事
５，０００
（５，２７８）

４，３１２
（４，５１２）

８６．２
（８５．５）

３，５２７
（３，７９６）

８１．８
（８４．１）

２２６，３２６（注）２

（２７８，０４３）
１．６

（１．４）

（注）１． 建築着工統計における着工棟数
２． 建設工事受注動態統計において，公共では住宅・非住宅以外，民間では建築以外の受注件数
３． （ ）内は平成１５年度原単位の状況
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! 過去の調査結果との比較

前回（平成１５年度）と今回（平成１８年度）の調

査結果について，建築総合の金額原単位（実質）

と面積原単位および土木総合の金額原単位につい

て，原単位の比較した結果は以下のとおりです。

! 建築総合金額原単位（実質，建設投資推計区

分）

金額原単位は，木材，就業者でわずかに減少し

たものの，セメント，生コンクリート，骨材，鋼

材については増加しています。

" 建築総合面積原単位（建築着工統計区分）

面積原単位は，建築物の構造や使途に大きく影

響され，今回の調査では，木造に比べ非木造の着

工比率が増加したことから，セメント，生コンク

リート，骨材・石材および鋼材で増加し，木材が

減少しています。

# 土木総合金額原単位（建設投資推計区分）

表―２ 建設投資推計区分に対応する金額原単位（全国）
（請負工事費１００万円当たり）

資材・職種名 単位 建築 土木住宅 非住宅 政府 民間

セメント t ０．９８ ０．８９ １．１２ １．４３ １．６５ ０．７５
生コンクリート m3 ２．６６ ２．４６ ２．９８ ３．２３ ３．７５ １．６１
骨材・石材 m3 ４．１９ ３．６２ ５．１４ １１．４６ １２．７９ ７．３０
木材 m3 ０．５２ ０．７４ ０．１５ ― ― ―
鋼材 t ０．５２ ０．３７ ０．７７ ０．４８ ０．５３ ０．３４
瀝青材 t ０．０２ ０．０１ ０．０３ ０．１２ ０．１５ ０．０４
就業者 人・日 １１．０３ １２．０９ ９．３０ ９．５６ ８．８８ １１．６９

（注）１． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。（例：生コンクリートに含まれるセメント，骨材）
２． 就業者の計については，全職種の合計。

表―３ 建築着工統計区分（構造別）に対応する面積原単位（全国）
（建築延べ床面積１０m2当たり）

資材・職種名 単位 構造総合 木造
（W）

鉄骨鉄筋
コンクリート造
（SRC）

鉄筋
コンクリート造
（RC）

鉄骨造
（S）

セメント t １．６１ ０．８１ ２．７６ ２．８７ １．４１
生コンクリート m3 ４．３７ ２．０５ ８．０６ ８．４２ ３．４８
骨材・石材 m3 ６．９７ ３．９１ １０．４５ １１．２８ ６．５９
木材 m3 ０．８６ ２．２０ ０．１２ ０．２８ ０．０７
鋼材 t ０．８８ ０．１４ １．８３ １．１６ １．２９
就業者 人・日 １８．３１ ２０．６３ １９．８３ ２１．２７ １４．０７

（注）１． 資材については，加工品等に含まれているものを含む。
２． 就業者の計については，全職種の合計。
３． 補強コンクリートブロック造（CB）およびその他造（O）のウェイトは少ないため，表から除外している。

表―４ 金額原単位（実質）（建築，全国）
（請負工事費１００万円当たり）

資材・職種名 単位 平成１５年度 平成１８年度

セメント t ０．９２ ０．９８
生コンクリート m3 ２．５３ ２．６６
骨材・石材 m3 ３．９６ ４．１９
木材 m3 ０．５４ ０．５２
鋼材 t ０．４８ ０．５２
就業者 人・日 １１．１３ １１．０３

（注）１． 建設工事費デフレーターの「建築」の値に
よる，平成１８年度価格。

２． 資材については，加工品等に含まれるもの
を含む。

３． 就業者については，全職種の合計。

表―５ 面積原単位（建築，全国）
（延べ床面積１０m2当たり）

資材・職種名 単位 平成１５年度 平成１８年度

セメント t １．５８ １．６１
生コンクリート m3 ４．３２ ４．３７
骨材・石材 m3 ６．８８ ６．９７
木材 m3 ０．９３ ０．８６
鋼材 t ０．８６ ０．８８
就業者 人・日 １９．１６ １８．３１

（注）１． 資材については，加工品等に含まれるもの
を含む。

２． 就業者については，全職種の合計。
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土木の金額原単位は，骨材・石材，就業者で減

少したものの，セメント，生コンクリート，鋼材

で増加しています。

主要建設資材の需要予測結果

建設資材の需要予測においては，原単位を用い

た試算を行い，過去の試算値と実績値の乖離状況

を比較し，補正を実施したうえで予測値を算出。

この結果を需要見通しとして公表しています（図

―２参照）。

今回の調査結果のとりまとめにあたっては，平

成１９年度の主要建設資材需要見通しにおいて，平

成１５年度原単位と平成１８年度原単位を用い，おの

おの予測値と実績値の比較を行いました。

その結果，平成１８年度原単位を用いた方が実績

値との乖離率が低く，資材全体における実績値と

の平均乖離率は，平成１５年度原単位が約▲０．５％

に対し，平成１８年度原単位は約▲０．２％となり，

平成１８年度原単位の方がより精度の高い需要予測

になりました。

おわりに

建設資材の需要見通しは，技術開発に伴う工法

および資材構成の変化等により，試算値と実績値

の乖離が拡大する傾向にあることから，その基礎

資料である原単位は，３年に１度見直しを行い，

需要予測の精度維持向上に努めています。

今回は，建設資材の需要見通しへの活用例を紹

介しましたが，本原単位は，労働力や建設事業の

需要動向を把握する上での基礎資料として活用で

きると思われます。

これからも，引き続き，主要建設資材需要見通

しや主要建設資材月別需要予測をホームページ等

で定期的に公表するとともに，建設関係の需要動

向に関するさまざまな分析に取り組んでいく所存

です。本調査結果が，関係機関や関係業界団体等

の建設資材担当方において，各種施策を検討する

うえでの基礎資料として活用していただくことを

期待します。

な お，本 件

は，国土交通省

のホームページ

（統計情報のペ

ージ）で紹介し

ていますので参

照 願 い ま す

（http : //www.

mlit . go . jp / sta

tistics / details /

kgyo _ list .

html）。

表―６ 金額原単位（実質）（土木，全国）
（請負工事費１００万円当たり）

資材・職種名 単位 平成１５年度 平成１８年度

セメント t １．２５ １．４３
生コンクリート m3 ２．８２ ３．２３
骨材・石材 m3 １２．１５ １１．４６
鋼材 t ０．４０ ０．４８
瀝青材 t ０．１２ ０．１２
就業者 人・日 ９．５７ ９．５６

（注）１． 建設工事費デフレータの「土木総合」の値
による，平成１８年度価格。

２． 資材については，加工品等に含まれるもの
を含む。

３． 就業者については，全職種の合計。

図―２ 主要建設資材の需要予測（年度別）の推計手順
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